







その他のタイトル 〈Articles〉The Liability of Academic for the
Failure of Cooperated Projects with Business





















































































































当事者等の表記として、同じく X、Y 等の略号を用いているが、（ ₁）の事件と（ ₂）
の事件とは完全に別件であり、当事者も別人であることに注意されたい。
（ 1）風車発電事業の失敗事例















































































































































当該住民訴訟の第 ₁審（水戸地判平成₂₁年 ₃ 月 ₃ 日平成₁₈年（行ウ）₇号）は、市
長に対する賠償命令については棄却、助役については、Ｚらが同助役は既に退職し
ていることを理由に地方自治法₂₄₂条の ₂第 ₁項 ₄号本文の請求のみをしたのに対







































確に告げなかったこと（第 ₁審判旨 ₃、第 ₂審判旨 ₃）を、それぞれ、本件業務委
託契約の債務不履行に当たると判示している。そのうえで、本件事業の失敗による
X 市の損害額については、本件事業の全費用である約 ₃億円全てについて、Y₁大




てしかるべきである。また、本件の第 ₁審と第 ₂審とでは、X 市の過失割合を判断
するに際し、ほぼ同一の事実関係から、第 ₁審は ₃割、第 ₂審は ₇割と、事実上逆
の結論を導いている。X 市と Y₁大学の責任の比較衡量については、正に諸般の事
情を総合考慮した結果としての各裁判所の個別的判断と言わざるを得ず、本件事業















件訴訟の第 ₂審では、前市長が X 市の事業遂行過程に係る内情等を陳述書で暴露し、X 市
に不利な判断が導かれることに事実上貢献していることが窺われる。実際、特に地方自治
体については、事業の法律上の中心となる首長は選挙で選出される一方、首長以外の自治
体職員は試験等により採用されていることから、首長の交代に伴って大規模な人事異動が
行われ、それが事業遂行の方針等に大きな影響を及ぼすことも、事実上無視できないよう
に思われる。
51
産学官共同事業の失敗と「研究者の責任」（ ₁） （星野）
かに無理があったと言わざるを得ない10。また、本件風車の設計や、本件事業に関
する風量予測についても、民間事業者でなく Y₁大学に対して委託がなされたこと
の社会的意味は、単に Y₁大学が本件風車の開発に携わったというだけに留まらな
い、大学としての専門的知見に基づいた教示、指導をも期待していたと考える方が、
自然であるということができる。このような観点からすれば、本件における Y₁大
学やＡのとった行動には、例えば実在しない巨大風車を前提とした計算結果を示す
等、X 市側の暗黙の意向にやや傾き過ぎた結論を導いたと評価されてもやむを得な
い面があったものと言わざるを得ない。従って、本件において Y₁大学の債務不履
行責任を認めた両判決の判示については、Y₁大学が専門的知見を有する組織であ
ること、及び、そのような立場を前提とした業務委託契約に期待される行動規範と
の関係を考慮する限り、基本的に支持されるべきであると考えられる。
　もっとも、本件で「大学としての責任」が認められたものと理解すると、一般的
な業務委託契約の解釈との異同についても、改めて考え直す必要が生じてくる。例
えば、①業務委託契約の中で、Y₁大学が免責条項を設けた場合の解釈や効力はど
うなるか（大学のいわゆる「社会的責任」により免責条項の効力が失われると考え
られるか）、② Y₁大学の受けるべき報酬額と Y₁大学の義務内容との関係は果たし
て連動すると考えるべきか（無報酬であっても「大学としての責任」の成否に影響
はないか）、③仮に業務委託契約が不成立であった場合、事務管理または不法行為
に基づく損害賠償請求は可能か、といった問題については、本件のみでは一義的に
明らかにはならないため、さらなる検討が必要となってくる。
（未完）
（人文社会系准教授）
10　実際、この点を無理に争った分、契約の成立から Y₁大学の債務不履行責任までがかなり
容易に認定された可能性は、否定できないように思われる。なお、Ａ教授の所属する研究
室では、途中まで本件事業を X 市と共同して遂行していることをホームページ等を通じて
情報発信していたが、本件訴訟の途中でかかる情報発信が行われなくなっており、このよ
うな対応の変化について、法律上の責任の有無に関する判断とは別の次元で、疑問視する
考え方もあるようである。
